
特別の関係にある医療機関に係る診療報酬上の取扱い ①
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○ 診療報酬においては、患者の入院期間を適正化し、また、不適切な患者負担を生じさせな
い観点から、ある保険医療機関の開設者が、他の保険医療機関の開設者と同一である等、
「特別の関係」にある医療機関において、患者が同一傷病により転院した場合の取扱い等を
定めている。

【原則】
○ 入院基本料、入院基本料等加算及び特定入院料における入院期間の取扱いについては、

特に規定する場合を除き、保険医療機関に入院した日から起算して計算する。

【特別の関係にある医療機関間での転院に係る取扱い】
○ 保険医療機関を退院した後、同一の疾病又は負傷により、当該保険医療機関又は当該保

険医療機関と特別の関係にある保険医療機関に入院した場合には、急性増悪その他やむを
得ない場合を除き、最初の保険医療機関に入院した日から起算して計算する。

※ ただし、次のいずれかに該当する場合は、新たな入院日を起算日とする。
ア １傷病により入院した患者が退院後、一旦治癒し若しくは治癒に近い状態までになり、その後再発して当該保険

医療機関又は当該保険医療機関と特別の関係にある保険医療機関に入院した場合
イ 退院の日から起算して３月以上（指定難病等の患者については１月以上）の期間、同一傷病について、いずれの

保険医療機関に入院又は介護老人保健施設に入所（短期入所療養介護費を算定すべき入所を除く。）することなく
経過した後に、当該保険医療機関又は当該保険医療機関と特別の関係にある保険医療機関に入院した場合
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特別の関係にある医療機関に係る診療報酬上の取扱い ②
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転院
○月１日入院

○月１日入院

○月20日入院

○月20日入院

転院

入院起算日：○月１日 入院起算日：○月20日

入院起算日：○月１日 入院起算日：○月１日

【基本的な考え方】

【特別の関係にある場合】
【除外規定】
・ 別の疾病又は負傷で入院した場合

・ 同一の疾病又は負傷であって、急性増悪その他
やむを得ない場合

・ 退院後、治癒又は治癒に近い状態となってから
同一の疾病又は負傷の再発で入院した場合

A病院 B病院

A病院 C病院

○月１日入院 ○月20日入棟

転棟

入院起算日：○月１日 入院起算日：○○月１日

A病院
X病棟

A病院
Y病棟

【参考：同一医療機関内での転棟の場合】

・ 特別の関係にない保険医療機関間での転院は、
それぞれの保険医療機関の入院日が、入院期
間の起算日となる（入院期間は通算されない）。

・ 一方で、同一医療機関内での転棟の場合、入院
期間の起算日は、入院日となる（入院期間は通
算される）。

・ 「特別の関係」にある医療機関において、入院期
間が通算されない場合、入院早期の加算や、入
院初日に算定可能な加算を、同一の患者から改
めて徴収できることとなり、
○ 患者の入院期間が不適切に延伸する
○ 患者の費用負担が不適切に増大する
等のおそれがある。
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回復期

異なる機能の病院・病棟間の転院・転棟の取扱いについて（イメージ）
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高度急性期

慢性期

回復期

急性期

高度急性期

慢性期

回復期

急性期

高度急性期

慢性期

回復期

急性期

高度急性期

慢性期

回復期

急性期

高度急性期

急性期

慢性期

・ 高度急性期：特定集中治療室管理料等の特定入院料及び特定機能病院入院基本料の一部を想定
・ 急性期：特定機能病院入院基本料の一部及び一般病棟入院基本料（急性期一般入院基本料）を想定
・ 回復期：地域包括ケア病棟入院料又は回復期リハビリテーション病棟入院料を想定
・ 慢性期：療養病棟入院基本料を想定

○ 異なる機能の病院・病棟間での転院・転棟については、多くの場合、入院基本料等の入院期間に係る規定
が別途定められているか、もしくは、除外規定に該当すると考えられる。そのため、「特別の関係」にある保険
医療機関の転院であったとしても、入院早期の加算等は算定できると想定される。

・ 青矢印：入院基本料等の入院期間に係る規定が別途定められているもの
・ 赤矢印：前頁の「除外規定」に該当すると想定されるもの

※１

※１

※１

※１

※１

※１：個別の症例に応じて判断がなされるもの
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一般病棟入院基本料について
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○ 一般病棟入院基本料の構造は、以下のとおり。

A100 一般病棟入院基本料（１日につき）
１ 急性期一般入院基本料

イ～ト 急性期一般入院料１～７ 1,591点～1,332点
２ 地域一般入院基本料

イ～ハ 地域一般入院料１～３ 1,126点～960点

450点
192点

基本部分

1,591～960点

14日 30日 90日

一般病棟入院基本料を算定
（平均在院日数の算定対象となる）

療養病棟入院料１を算定
（あらかじめ届け出ていた病棟のみ）
（平均在院日数の算定対象から除外）

入院期間に応じて以下を加算（１日につき）
イ 14日以内の期間 450点
ロ 15日以上30日以内の期間 192点

参考
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今般ご提案いただいている事項について
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○ 今般のご提案の内容は、以下のとおり。

・ 「特別の関係」にある保険医療機関間の転院であっても、入院期間の通算をしないこととしてはどうか。
→ 開設者が同一の保険医療機関間で転院した場合でも、それぞれの保険医療機関の入院日を起

算日として扱うこととしてはどうか。

450点
192点

基本部分

1,591～960点

14日 30日

転
院

450点
192点

基本部分

1,591～960点

転
院

（現行）

（提案）

x日 x+1日

1日

算定可能となる

参考

2
4



地地域医療支援病院制度の概要

〇 患者に身近な地域で医療が提供されることが望ましいという観点から、紹介患者に対する医療提供、
医療機器等の共同利用の実施等を行い、かかりつけ医等への支援を通じて地域医療の確保を図る
病院として、平成９年の医療法改正において創設（都道府県知事が個別に承認）。

※承認を受けている病院（平成30年12月現在） … 607

○ 開設主体：原則として国、都道府県、市町村、社会医療法人、医療法人等
○ 紹介患者中心の医療を提供していること

① 紹介率80％を上回っていること
② 紹介率が65％を超え、かつ、逆紹介率が40％を超えること
③ 紹介率が50％を超え、かつ、逆紹介率が70％を超えること

○ 救急医療を提供する能力を有すること
○ 建物、設備、機器等を地域の医師等が利用できる体制を確保していること
○ 地域医療従事者に対する研修を行っていること
○ 原則として200床以上の病床、及び地域医療支援病院としてふさわしい施設を有すること 等

趣旨

承認要件

〇 紹介患者に対する医療の提供（かかりつけ医等への患者の逆紹介も含む）
○ 医療機器の共同利用の実施
○ 救急医療の提供
○ 地域の医療従事者に対する研修の実施

主な機能
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地地域医療支援病病院紹介率の計算方法についてて

医療法の一部を改正する法律の施行について（抄）
（平成１０年５月１９日付健政発第６３９号 厚生省健康政策局長通知）

第二 地域医療支援病院に関する事項
三 承認に当たっての留意事項

(一) 紹介患者に対する医療提供(医療法第四条第一項第一号関係)
① 医療法第四条第一項第一号に規定する「他の病院又は診療所から紹介された患者に対し医療を提供し、(中略)体
制が整備されていること」とは、いわゆる紹介外来制を原則としていることを意味するものであり、具体的には、次のい
ずれかの場合に該当することを求める趣旨であること。
ア) 次の式により算定した数(以下「地域医療支援病院紹介率」という。)が八〇％以上であること
地域医療支援病院紹介率＝(紹介患者の数／初診患者の数)×一〇〇
イ)～ウ）（略）

前記の地域医療支援病院紹介率及び地域医療支援病院逆紹介率の算定式において、「紹介患者の数」、「救急患者
の数」、「初診患者の数」、「逆紹介患者の数」とはそれぞれ次の値の申請を行う年度の前年度の数をいうものであること。

「紹介患者の数」：開設者と直接関係のない他の病院又は診療所から紹介状により紹介された者の数(初診の患者に限
る。また、紹介元である他の病院又は診療所の医師からの電話情報により地域医療支援病院の医師が紹介状に転記
する場合及び他の病院又は診療所等における検診の結果、精密検診を必要とされた患者の精密検診のための受診で、
紹介状又は検査票等に、紹介目的、検査結果等についてその記載がなされている場合を含む。)

「初診患者の数」：患者の傷病について医学的に初診といわれる診療行為があった患者の数(地方公共団体又は医療
機関に所属する救急自動車により搬入された患者、当該地域医療支援病院が医療法第三〇条の四に基づいて作成さ
れた医療計画において位置付けられた救急医療事業を行う場合にあっては、当該救急医療事業において休日又は夜
間に受診した患者及び自他覚的症状がなく健康診断を目的とする当該病院の受診により疾患が発見された患者につい
て、特に治療の必要性を認めて治療を開始した患者を除く。)

「逆紹介患者の数」：地域医療支援病院から他の病院又は診療所に紹介した者の数 2
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